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地域力強化検討会中間とりまとめ（平成28年12月26日）の概要 
～従来の福祉の地平を超えた、次のステージへ～ 

【現状認識】 
 
 
 
 
 
 

【今後の方向性】  
○地域づくりの３つの方向性⇒互いに影響し合い、「我が事」の意識を醸成 
 ①「自分や家族が暮らしたい地域を考える」という主体的・積極的な取組の広がり 
 ②「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで活動する住民の増加 
 ③「一人の課題」について解決する経験の積み重ねによる誰もが暮らしやすい地域づくり 
○生活上生じる課題は介護、子育て、障害、病気等から、住まい、就労、家計、孤立等に
及ぶ⇒くらしとしごとを「丸ごと」支える 

○地域の持つ力と公的な支援体制が協働して初めて安心して暮らせる地域に 

４．自治体等の役割 
○自治体組織も、福祉部局の横断的な体制、保健所等も 
 含めた包括的な相談体制の構築を検討すべき 

１．「住民に身近な圏域」での「我が事・丸ごと」  
○他人事を「我が事」に変える働きかけをする機能が必要 【１】 
 
 
 
○「複合課題丸ごと」「世帯丸ごと」「とりあえず丸ごと」  
  受け止める場を設けるべき 【２】 
 
 
 

   

・「どのような地域に住みたいか」を話し合える土壌 
・「楽しい」「やりがいがある」取組への地域住民の参加 
・「深刻な状況にある人」に対し「自分たちで何かできないか」と 
 思える意識 

・表に出にくい深刻な状況にある世帯に早期に気付けるのは住民  
・しかし、支援につなげられる体制がなければ、自ら解決するか、 
 気になりながらも声をあげることができないままにせざるを得ない 

２．市町村における包括的な相談支援体制  
 
 
 
 
      ○協働の中核を担う機能が必要 【３】 
  ・例えば、生活困窮に関わる課題は、生活困窮者自立支援制度の自立相談 
   支援機関。自立相談支援機関が設置されていない自治体や生活困窮以 
   外の課題は、「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」（28年度5億円） 
 

・住民に身近な圏域で把握された「丸ごと」の相談に対応 
・多様・複合課題⇒福祉のほか、医療、保健、雇用・就労、司法、産
業、教育、家計、権利擁護、多文化共生等多岐にわたる連携体制
が必要 
・制度の狭間⇒地域住民と協働して新たな社会資源を見つけ出し、
生み出す 

３．地域福祉計画等法令上の取扱い 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地域福祉計画の充実 
・１、２の「我が事・丸ごと」の体制整備を記載 
・地域福祉計画策定を義務化、ＰＤＣＡサイクル徹底すべき 
・地域福祉計画の上位計画としての位置づけ 

○地域福祉の対象や考え方の進展を社会福祉法に 
 反映すべき 
・福祉サービスを必要とする⇒就労や孤立の解消等も対象 
・支え手側と受け手側に分かれない（一億プラン） 

○どのような形で作るかは、自治体により様々な方法 

○分野ごとの財源⇒柔軟な財源の活用や、別途の財源の議
論など、財源のあり方等について具体的に検討すべき。 

○守秘義務に伴う課題⇒法制的な対応を含め検討 
・守秘義務を有する者が、住民の協力も得ながら課題解決に 
 取り組む場合、住民との間で個人情報の共有が難しい。 

【進めている取組】 

・地方創生・地域 

 づくりの取組 

・生活困窮者自立

支援制度による 

 包括的な支援 

・例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、
地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 

※ 平成28年度に26自治体が実施。自立相談支援機関、地域包括支援センター、
社協、社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ、行政と、様々な機関に置かれている。 

・少子高齢・人口減少 
 →地域の存続の危機 
 →人、モノ、お金、思い
の循環が不可欠 

・課題の複合化・複雑化 
・社会的孤立・社会的排除 
・地域の福祉力の脆弱化 
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地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ 
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「丸ごと」受け止める場 
（地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担当、
地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、

利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等） 

協働の中核を担う機能 

他人事を「我が事」に変えて 
いくような働きかけをする機能 
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社会教育 

ボランティア 

企業・商店 
受け手         支え手 

社会福祉法人 

【１】 
【２】 

【３】 

学校 

権利擁護関係 

多文化共生関係 

ニッポン一億総活躍プラン 

（H28.6.2閣議決定） 

 世帯全体の複合化・
複雑化した課題を受け

止める、市町村におけ

る総合的な相談支援体

制作りの推進。 

 小中学校区等の住民
に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を
把握して解決を試みる
体制づくりの支援。 

自殺対策関係 
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地域力強化検討会最終とりまとめ（平成29年９月12日）の概要 
～地域共生社会の実現に向けた新たなステージへ～ 

総論（今後の方向性） 

○各福祉分野に共通して取り組むべき事項の例 

 ・ 福祉以外の様々な分野（まちおこし、産業、農林水産、土木、防犯・防災、

社会教育、環境、交通、都市計画等）との連携に関する事項 

   ・ 高齢、障害、子ども等の各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野 

 ・ 制度の狭間の問題への対応のあり方 

 ・ 共生型サービスなどの分野横断的な福祉サービスの展開 

 ・ 居住に課題を抱える者・世帯への横断的な支援のあり方 

 ・ 市民後見人の養成や活動支援、判断能力に不安がある人への金銭管理、

身元保証人など、権利擁護のあり方 

 ・ 高齢者、障害者、児童に対する統一的な虐待への対応や、家庭内で虐待

を行った介護者・養育者が抱えている課題にも着目した支援のあり方 

 ・ 各福祉分野・福祉以外の分野の圏域の考え方・関係の整理 

 ・ 地域づくりに資する複数の事業を一体的に実施していくための補助事業

等を有効に活用した連携体制 

 ・ 役所内の全庁的な体制整備                          等 

○計画策定に当たっての留意点 

 ・ 狭義の地域福祉計画の担当部局のみならず、計画策定を通して、部局を

超えた協働の仕組みができるような体制をとる。 

 ・ 他の福祉に関する計画との調和を図る方法として、計画期間をそろえる、

一体的に策定するなどの方法が考えられる。 

 ・ 成年後見、住まい、自殺対策、再犯防止等の計画と一体的に策定するこ

とも考えられる。 

  

◆ 地域共生が文化として定着する挑戦                         ◆ 「待ち」の姿勢から、「予防」の視点に基づく、早期発見、早期支援へ  
◆ 専門職による多職種連携、地域住民等との協働による地域連携       ◆ 「支え手」「受け手」が固定されない、多様な参加の場、働く場の創造 
◆ 「点」としての取組から、有機的に連携・協働する「面」としての取組へ 

各論１  市町村における包括的な支援体制の構築 

【1】他人事を「我が事」に変えていくような働きかけをする機能 

【2】「複合課題丸ごと」「世帯丸ごと」「とりあえず丸ごと」受け止める場 

○３つの地域づくりの方向性の促進に向けた取組の例 

 ・ 福祉、医療、教育、環境、農林水産、観光などの各分野における場や人材（地域
の宝）とつながる。分野を超えた協働を進めるとともに、分野を超えた協働を進
めていく役割を果たす人を地域の中から多く見つけていく。 

 ・ 障害や認知症、社会的孤立等に関して学ぶことを通じ、地域や福祉を身近なも
のとして考える福祉教育の機会を提供する。  

 ・ 地域から排除されがちな課題であっても、ソーシャルワーカーが専門的な対応を
行う中で、徐々に地域住民と協働していくといった取組を積み重ねる。そうした
取組を当事者のプライバシー等に配慮した上で広く知ってもらう。 

○地域づくりを推進する財源等の例 

 ・ 事業の一体的な実施による各分野の補助金等の柔軟な活用、共同募金におけ
るテーマ型募金や市町村共同募金委員会の活用、クラウドファンディング、ＳＩＢ、
ふるさと納税、社会福祉法人の地域公益的取組、企業の社会貢献活動等 

○住民に身近な圏域での「丸ごと」受け止める場の整備にあたっての留意点 
 ・ 担い手を定め、分かりやすい名称を付けるなどして、広く住民等に周知。 

例１：地域住民による相談窓口を設置し、社会福祉協議会のＣＳＷが専門的観点からサポートする方法 

例２：地域包括支援センターのブランチを拠点とした相談窓口を設置するとともに、民生委員等と協働していく方法 

例３：自治体等において各種の相談窓口を集約し、各専門職が地域担当として、チームで活動していく方法 

例４：診療所や病院のソーシャルワーカーなどが退院調整等だけでなく、地域の様々な相談を受け止めていく方法 

 ・ 民生委員、保護司等の地域の関係者から、情報が入る体制を構築する。 

【3】市町村における包括的な相談支援体制 

○市町村における包括的な相談支援体制の構築にあたっての留意点 
 ・ 支援チームの編成は、本人の意思やニーズに応じて新たな支援者を巻き込む。 

 ・ 支援チームによる個別事案の検討や、資源開発のための検討の場について
は、①地域ケア会議などの既存の場の機能拡充、②協働の中核を担う者が
既存の場に出向く、③新設する等の対応が考えられる。 

 ・ 生活困窮者支援の実践で培われた、働く場や参加の場を地域に見出していく、
福祉の領域を超えた地域づくりを推進 

各論２「地域福祉（支援）計画」 

各論３「自治体、国の役割」 

○市町村→包括的な支援体制の整備について、責任をもって進めていく。地
域福祉計画として関係者と合意し、計画的に推進していくことが有効。 

○都道府県→単独の市町村では解決が難しい課題への支援体制の構築、都
道府県域の独自施策の企画・立案、市町村への技術的助言 

○国→指針等の作成で終わることなく、「我が事・丸ごと」の人材育成、プロセ
スを重視した評価指標の検討、財源の確保・あり方についての検討 

第１０６条の３ 
第１項第１号 

第１０６条の３ 
第１項第２号 

第１０６条の３ 
第１項第３号 
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地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会 

（地域力強化検討会） 

構成員名簿 

構成員氏名 所属 

相田 義正 板橋区民生児童委員協議会 会長 

朝比奈 ミカ 中核地域生活支援センターがじゅまる センター長 

大原 裕介 社会福祉法人ゆうゆう 理事長 

奥山 千鶴子 特定非営利活動法人びーのびーの 理事長 

越智 和子 社会福祉法人琴平町社会福祉協議会 常務理事・事務局長 

片山 睦彦 藤沢市 福祉部長 

勝部 麗子 社会福祉法人豊中市社会福祉協議会 福祉推進室長 

鴨崎 貴泰 
特定非営利活動法人 日本ファンドレイジング協会 

事務局長 

菊本 圭一 特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会 代表理事 

櫛部 武俊 一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 副代表 

構成員氏名 所属 

土屋  幸己 公益財団法人さわやか福祉財団 戦略アドバイザー 

中 恵美 金沢市地域包括支援センターとびうめ センター長 

永田 祐 同志社大学社会学部社会福祉学科 准教授 

野澤 和弘 毎日新聞 論説委員 

◎原田 正樹 日本福祉大学 学長補佐 

福本 怜 下関市保健部長・下関市立下関保健所 所長 

藤山 浩 島根県中山間地域研究センター 研究統括監 

堀田 聰子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科 教授 

前田 小百合 三重県立志摩病院 地域連携センター長 

横山 美江 
社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会 主任 

 前 武蔵野市健康福祉部高齢者支援課 主任  

   第一層生活支援コーディネーター 

（敬称略・５０音順） 
（◎は座長） 
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最終とりまとめ版
に差替 


